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はじめに
現代社会において中心的役割を果たしているのは 企業組織である。 企業組
織の発生理由として， 取引コストの節約という主張が存在する。（1）この主張に
類似した見解（2）が， 商品流通研究にも登場し， 現在では流通機関の存立根拠
のlつになっている。
取引コストの概念は， Coase の古典的論文である 「企業の性質」（3）の中で最
初に展開された。Coaseの独創性は認められたが， 長期間にわたり十分な理論展
開はなされなかった。 この事が後日に理論的且つ実証的に展開されるには，
Williamsonを待たねばならなかった。
CoaseやWi11 iamson等の取引コスト・アプローチを中核概念として研究活動を
継続しているのが，新制度経済学と称される新しい研究領域である。本論では，
アメリカ で独自に成立した新制度経済学の成立背景やその特徴をまず論 じる。
その後で，新制度経済学を今日まで導いた泰斗であるCoaseとWilliamsonの理論
を検討する。 この作業を介して， 取引コスト・アプローチの普遍性と特殊性が
明らかになるであろう。
われわれが次に議論を進めるのが， 取引コスト ・ アプローチの商品流通研究
への適用可能性である。 取引コスト・ アプローチを中核とする新制度経済学の
研究領域に関しては， 一応の合意が暗黙的に成立している。 しかし， この研究
(1) 01 iver E. Wi 11 iarnson， “The Modern Corporation: Origins, Evolution, Attributes” 
Journal of Economk Literature, Vol. XIX (4), December 1981, pp. 1537-1568. 
(2）鈴木安昭・田村正紀「商業論』昭和55年69～72頁。
(3) R. H. Coase， “The Nature of the Firm ”， Economica, New series, Vol. IV (13-16), 
November 1937, pp. 386-405. 
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領域は急速に展開し， 深化しているが， まだ未知数の点、も残存する。 このよう
な状況を考慮しつつ， われわれは， これまでに蓄積された取引コスト・アプロー
チに関する実証研究を基礎にして， 商品流通研究への適用可能性を探る。 これ
らの実証研究のなかでも特に商品流通研究に密接に関連する， 垂直的統合と不
確実性を扱う予定である。
日 新制度経済学の特徴とその理論
1920年代から1940年代にかけて， アメリカ においてT. Veblen, J. R. Commons 
およびW; C. Mitchel iに代表される制度主義学派は， 新制度主義学派と極めて
類似する。 両者の共通点は， オーソドックスな新古典経済学とその基本仮説に
関する批判をする点、に求められる。 この批判は， 方法論 分析kの概念水準並
びに特定の分析対象に向けられる。 新制度経済学は， 歴史的， 経験的及び制度
的方法を使用して， 新古典経済学の演緯的方法を放棄する。（4）その基本分析単
位は， Commonsが提唱した取引である。（日）
これに対して， 新古典経済学は， 価格以外の変数の投入・産出量や生産関数
により与えられる要素の組合せしか論 じず， 企業が直面する組織， 調整， 統制
等の問題を無視するのである。 換言すると， 経済的合理性の追及が第一義的に
重要視されるのである。 しかしながら， 新制度経済学は， 不完全情報から生 じ
る制約された合理性（日） と不確実性を導入し， 新仮説全体を再構築することを
日的とするのである。 生産機能としての企業の新古典派概念が， 統治構造ある
いは取引を発生させる制度的枠組としての企業概念に代替するのである。（7）新
制度経済学は法学， 経済学， 組織論の学際的方法に基づいて展開されねばなら
(4) Oliver E. Williamson， “Reflections on the New Institutional Economics”， lourηal 
。f InsU tuUonal and Theori Ucal Economics, No. 141, 1985, p. 187. 
(5）荒川祐吉『現代配給理論』昭和35年46～48頁。
(6) Herbert A. Simon, Administrative Behavior, 4th Edition, 1997, pp. 118-120. 
(7) Oliver E. Williamson, 1985, op, cit. , p. 190. 
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ない。（日）なぜなら 新制度経済学にはあまりにも巨大な研究対象が残存したま
まであり， この野心的指向は， 実施されねばならない事が多数あるけれども，
その多くが既に着手されている。
歴史的に新制度経済学は， ドイツの歴史学派や アメリカ の新制度学派にその
源泉をたどることができる。 ここでは， 個人ヨリも経済機関， 行為者としての
制度， 組織， 経済学が重要視されるのである。
このような新制度経済学の共通点として5点が指摘されよう。 第lの共通点
は企業概念である。 新制度経済学では， ミクロ経済学的生産関数により付与さ
れる伝統的イメージから統治構造に代替する。 この事は， 契約分析が新制度経
済学の中心的地位を占めることを意味する。 例えば 労働契約は企業の考えら
れる代替的形態となりうる。 企業は雇用関係の基本となるが， 複雑な契約網状
組織として理解される。 このような企業の基本目的は， 利潤の極大化である。
(9） ここで採用される研究方法は， 考察可能な組織形態の相対的優越性を可能に
するミクロ分析的制度比較なのである。 この場合に問題となる利潤極大化を可
能にする選択基準は， 生産意思決定に適応する技術効率ではなく， 制度の機能
コストの最小化または組織成員の動機づけを媒介して， 生産性を最大化するこ
とを目的とした組織効率なのである。(JO） 組織効率を達成する場合に前提となる
のが， 行動仮説であり， 多様な利害から生 じる対立関係が導入されている。 こ
の対立は， 契約調整を避けて， 個人的利害を推進させるための機関を選択する
逃避行動に示される。 つまり， 新古典経済学の行動仮説は完全合理性を前提と
するのに対して， 新制度経済学のそれは組織論の制約された合理性なのである。
最後に， 新制度経済学の共通目的は， 他の組織形態における資本主義的生産組
織の有利性を効率により提起しようと試みることである。（II)
(8) Ibid. 
(9) Hubert Gabrie et Jean-Louise Jacquier, La刀ieorie Moderne dθ L’Entreprise: L’Ap­
proche Jnstitutionnelle, 1994, p. 30. 
(10) ibid. ; Herbert A. Simon, op. cit., pp. 250-277. 
(11) Gabrie et Jacquier, ibid. , pp. 30-31. 
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新古典経済学に共通する点は次のようである。 すなわち， 完全競争が一般最
適状態を導くということを数学的に証明する理論に依存し， そこから市場均衡
を得るということである。 消費段階で， 少なくとも他人の満足を減少させない
で個人のそれを増加させることはできない。 また， 他の財の生産を減少させな
いで財の有利性を生産できない。 完全競争下で， その課業は， 個人の選好する
労働により分割される， と仮定される。
以上から， 市場の見えざる手の結果から， 新古典経済学は， 企業概念に関し
て直接的意味のない条件に依存し， 関係あるいは取引は分割された競争市場環
境で実施されるにすぎない。 市場経済での生産領域は， 一定の範囲一一一多数の
個人で構成される意思決定単位段階一ーでしか分権化されない。(12)
ところで， 新制度経済学の提唱する取引コストの節約が， 新古典経済学の根
本的概念の崩壊を発生させた。 この結果， 総ての取引は市場取引ではなく， 市
場取引の性質による内部取引は経済領域で再統合されるのである。 ここでの分
析基本単位は取引である。 この取引が， 企業と企業が市場で遭遇す機関 （外部
取引） と個人， 個人の集団， 取引を形成する技術単位 （内部取引） を関連づけ
るのである。 新制度経済学の分析は， 技術的分業段階を示すヨリ後の段階の分
離をするために， 企業の典型的な生産機能に浸透している。 部署聞の中間製品
移転が， 生産で意味する内部取引を規定する。 この領域範囲で， 垂直的統合が，
補助的取引の内部化として分析され， 成長形態で外部に依存する企業を合併す
ることから形成されるのである。
換言すると， 新制度経済学の研究方法の出発点は， 取引コストの分析にあり，
新古典経済学のそれと区別される公準に基づくのである。 内部取引が特殊な範
ちゅう一一市場外取引一一一を構成する経済学段階に導入されるべきである。 こ
の場合， 価格以外の組織形式の存在が特定取引を保護することは問題を提起す
ることになる。 企業内部で確立された関係は 市場の見えざる手である競争で
(12) R. Marris and D. C. Muel !er， “The Corporation, Competition and the Visible Hand”， 
Journal of Economic Literature, Vol. 18, March 1980, p. 32. 
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はなくて， 経営管理の見える手により管理されることになる。
ここで重大な理論的問題が派生する。 すなわち， 集権化された専横的組織が
統治する取引は， 最適化を組み立てるように導くことしかまだ証明されていな
いのだ。 総ては， 資源の内部配分に関すること一一管理・調整・計画手続きの
効率一ーで， 企業の経営管理により執行される意思決定の効率に依存するので
ある。 企業の管理活動は， 内部情報の質や管理能力に依存し， 経営管理コスト
を包含すると同時に， 組織成員間の長期的社会関係をも内包する。
では， 何故に企業は， 価格機構に委ねられうる取引を組織しながら， 市場に
代替しうるのであろうか。この間に応答しようとしたのが， Coaseだ、った。Coase
が提示した理論的構築は， 取引コストの概念を支持し， 新制度経済学で基本的
役割を演ずることは既述したとおりである。 この取引コストの概念の独自性は
次のようである。 すなわち，
①どの組織形態も効率により市場を越えることは不可能である。
②エージェントは経済的合理的選択を実施すると見なされる。
③集権的専横システムにも内部調整コストと統制コストを含む。
④多数の取引が市場外で組織される事実は， 専横的管理コストに匹敵するも
のを市場で発見する条件の場合にのみ， 合理的に正当化されるにすぎない。
⑤経済組織の考えられうる二形態の比較を可能にするには 個々の代替的組
織にもコストが内包されていなければならない。
以上のように， 市場機能もコストを意味し， このようなコストを取引コストと
称する。（日）また， 企業の存立理由を取引コストの節約に求めるのであれば， こ
の概念に固有な比較ミクロ分析手法の導入により， 市場と企業の二つの組織シ
ステムの有利性を評価することも可能ならしめるであろう。 この評価は， 企業
形態の存在の正当化および市場と企業間の最適取引分割の決定を前提とする。
企業の出現理由を取引コストから説明すれば， 以下のように縮約できょう。
第一に， 企業は内部化する取引コストの削減を可能にするために生成する。
(13) Gabrie et Jacquier, op. cu., p. 36. 
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例えば， 多数の取引にとって， 売買契約により市場で得ることよりも， 労働契
約を経ながらそれ自身を生産することのほうが経済的で、ある。
第二に， 前の統合された取引の限界コストが市場で支払われるコストに等し
くなるまで， 企業は新規の取引を統合しながら成長する。 限界コストの拡大は，
生産における収穫逓減の原則に等しくなり， 一つの企業において緩衝装置の役
割を演ずる。 04)
新制度経済学の全般的特徴を以上において論述した。 そこで， 新制度経済学
の出発点となった研究をした， Coaseの理論をヨリ精確に提示しよう己
2 - l Coase理論
何故に企業は， 専門化した交換経済で発生するのだろうか。 os) Coaseはまず、
この間いを提起した。 この間いに答えるために， 企業が発生した可能性を検討
することから始めよう。 第一に考えられることは， 企業がそれ自体として生産
者ないし消費者により選好されることにある。 しかし， Coaseは， この立場を表
わしやすい仮説の総べてが現実にありそうもない， と考えるのである。 それは，
企業が相対的選好の対象にすぎないからだ。
現実の状況は， 「市場の操作にもなんらかのコストがかかり， 組織を形成し，
オーソリティーに諸資源を管理せしめることにより 多くの取引コストが節約
される」 (ILl） のである。 通常商品に関する交換コストがありふれたものと考えら
れうる領域範囲で， 生産的サービスに関する取引は， 企業の出現に最も重要且
つ明白な理由を示すのである。 このような場合， 価格機構への回帰に含まれる
コストには次の三種類のものが存在する。
第一に， 「価格機構を介して『組織する』最も明白なコストは， 関連価格が何
(14) Ibid. , p: 37. 
(l 5) Coase, op. cit. , p. 390. 
(16) Ibid. , p. 392. 
- 350 (538) -
かを発見するそれだ、」（17）が， 実際には， こうした情報は総てのエージェントに
利用可能ではない。 Coaseは， 完全競争の通常の仮説を暗示的に拒否すると思わ
れる。 価格が供給・需用及び情報の交わりにより決定される状況において， 交
換者全体は遅れることなくコストをかけずにそれらを利用できる。Coaseが情報
コストを価格機構の利用の最重要コストとして考察する時から， 市場概念をヨ
リ正確に評価せねばならぬと思われる。 また企業形態の存在は， 完全競争状況
が在在する場合に問題が生 じることを忘れるべきではない。 したがって， この
ような状況において， 一般化した交換は， 自動的に最適に達しながら， ヨリ良
い有利性を含むからに他ならない。
第←；に， 「市場で実施される個々の交換取引のために， 個別の契約の交渉コス
トと締結コストを考慮すべきである。 企業が存在する時には， 契約は除かれな
いが， 相当に減少する。 もし協調が価格機構の作用の直接結果であるならば，
生産要素は企業内で、協調している要素により」連の契約をすべきでない。 この
A述の契約は別のものに代替するわけであるJ 0 (18) 
第Lのコストについて Coaseは次のように述べる。 「しかし， 価格機構を使
用する場合には不利得一一あるいはコストーーが存在する。 財ないしサービス
の供給のためには， 長期契約をすることが望ましい。 いくつかのヨリ短期の契
約のかわりに， ある契約が長期間なされるとすれば， 個別の契約をする相当の
コストが回避されるであろうという事実に， このことは基づくのである。 とこ
ろで， 関係者のリスクに対する態度に基づいて， 彼らは短期契約ヨリも長期契
約をすることを選好する。 予測が困難であるために， 契約期間が財ないしサー
ビスの供給にとってヨリ長くなるほど， ますますその可能性は少なくなり， 特
に他の契約者が為すと思われることを特定化することは購入者にとってますま
す望ましくなしり。（Im
(17) I fJj d. , p. 390. 
(18) Ibid. , pp. 390-391. 
(19) Ibid. , p. 391. 
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一方で，「一連の行為のどれが執行されるかはサービスないし財を供給する人
にとっては無関心なことであるが， そのサービスないし財の購入者にとっては
そうではない。 しかし， 購入者はどのこれらのコースを供給者に執行させたい
かを知らない。 したがって， 提供されるサービスは一般的表現で示され， 詳細
は後日まで延期される」。 （初）また， Coaseは， 「諸資源の管理 （契約の限度内で）
が購入者に依存するようになると， 私が『企業』と呼ぶ関係が得られるであろ
う。 極めて短い契約が不満足な場合に， 企業が出現しやすい。 商品の購入の場
合よりもサービス一一労働一一の場合のほうがヨリ重要であることは明らかだ。
商品の場合， 主な品目が事前に決められていて， 後に決定されるであろう詳細
はあまり重要で、はない」 （ペと主張する。 企業の存在理由は， 基本的にサービ
スの交換に求められるべきであり， 多数の取引が市場機構の支配下でも実際に
残存することを説明できなければ，完全ではない，とCoaseは考えるのである。
「企業を形成することにより，多くのコストを削減することが可能であり，実際
に生産コストを減少させうるのであれば， 何故に市場取引は存在するのか。 何
故に総べての生産は唯4の大企業によりなされないのか」（制。 Coaseは次のよう
に考える。 生産単位規模を越えてはならない唯一の極大規模が存在する。 なぜ
なら， 企業が効率よく統合しうる取引数は限定され， この事から企業は価格機
構により管理される取引に代替するからである。
Coaseが提起した上述の問題について， Coaseはヨリ精確に別の説明を試みて
いる。
すなわち，「企業が拡大すると，企業家職能に対する収穫逓減が存在し，企業
内の追加的取引を組織するコストが上昇する。 自然に， 企業内部の補助的取引
を組織するコストが， オープン市場での取引を実施する際に含まれるコストあ
るいは他の企業家により組織するコストに等しくなる点に到達しなければなら
(20) Ibid., pp. 392-393. 
(21) Ibid., p. 392. 
(22) Ibid., p. 394. 
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ないJ （幻）。
第二の説明によれば，企業が管理する取引が増加する場合， 内部資源配分で
企業家が誤ることもある。「組織された取引が増加すると，企業家が利用する生
産要素をその価値が最大となる場所に割当てることに一一すなわち， 生産要素
の最良の利用をすることができない。 また， 資源の浪費による損失がオープン
市場で交換取引の取引コストに等しくなるまで， あるいは取引が他の企業家に
より組織された場合には，損失に等しくなる点に到達しなければならないJ （判。
Coaseによる第三の説明は，「ー一つ以上の生産要素の供給価格がk昇するのは，
小企業の『他の有利性』が大企業のそれらよりも大きいからだ、」 （べというも
のである。
企業成長の唯一の限界は， これらの三要素の組合せにより有効に決定され，
最初の二つの要素は経済学者が 「管理の収穫逓減」 により提示したこと， さら
にCoaseが「企業の取引組織の経営コスト」 と後日呼んだことに対応するのであ
る。 企業の経営コストの増加傾向は企業規模とともに増大し， 統合された取引
量のみならずその性質の多様性に依存する。Coaseは，企業成長が新規取引の統
合により達成されるまで， それが同質のままでありうるとはもはや仮定できな
いと明確に述べる。 取引の異質性は， その多様性と増大する地理的分散から生
じ， 経営の複雑性による経営コストの増加を導く。Chandlerの研究はこの仮説
を確証した。 すなわち， 1 9世紀後半から20世紀前半にかけて， 大規模アメリカ
企業は， 多様化と分散により発展し， このために主要な経営革新を必須とする
複雑な組織問題と調整間題に直面した（26)
Coaseの分析が，上述の問題とその概念装置の興味深い再生を提示しつつ，企
業の制度論史で時代を劃するならば 企業の現実的定義一一現実を考慮した定
(23) Ibid. 
(24) Ibid. , p. 395. 
(25) Ibid. 
(26) Alfred D. Chandler. Jr. , Strategy and Structure, 1966. 
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義一ーを与えようとする野心と比崩しうるとは思われない。 その弱点は， 基本
的に市場と企業との聞の効率組織の選択問題を延期する売買契約や労働契約と
の聞の代替案に関すること， および資本主義企業の基礎を構成する労働関係に
関する分析が不十分なことによる。
Coase聞論に対して頻繁に定式化されたものの一つは，取引コストという中心
概念の欠陥のある定義に関連する。 価格機構の機能コスト全体を取戻す｜出有の
期限が問題となる。 Coaseは， コストを 「適正価格の発見Jと 「個々の契約の交
渉コストと締結コストJに区別する位九企業の存在理由は， 長期契約から短期
契約への代符により， 必要契約量のような個々の取引価格を特定化する欲求を
制限して， コストを減少させることにあるだろう。 取引コストが執る手段は，
全体的に効率的組織形態の選択を決定し， その精密を必要とする。 契約執行の
事後コストは， 全体とLてCoaseの分析で、は欠けで、いる。 Coase理論は， 未完の
ものとして示され， 組織効率の経済的取扱いのために利用しうる第Aに接近可
能なものを構成する。
したがって，価格機構への回帰により意味されるコストは膨大なままであり，
Coaseの分析は売買契約に結び、ついたコストの完全日．つ厳密な推定を直接的に導
かないために， それらのコストは的確さを欠いている。 経済組織の他のJつの
形態があらゆる状況で是非必要で、ないという事実は， 総べての取引がそれらの
聞で均質ではないことを示唆する。Coase理論にはまだ空白が存在する。 取引異
質性の問題は， その主要な明確な特徴が現われていない簡単な分析でほとんど
叙述していないわけではない。 取引類型が内部組織で統合あるいは市場の分権
組織の傾向がある多様な取引の性質を説明可能になるためには， Williamsonの
研究を待たねばならない。 このような本質的相違の空白は， 取引を同質的とし
て考えせしめるのである。Coaseのモデルは，直接的に関係のある特性を同－視
しない領域範聞において， 取引全体の部分集合に適応した部分モデ、ルなのだ。
(27) Coase, op. cit., p. '.i91. 
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この相違は， 方法の必要欠くべからずものとして， 効率的組織の選択を基本的
に決定する領域範囲で， 取り扱われねばならない。 この場合， この相違は付随
的に追加され， 論 じられている。
ところで， 取引には契約を伴なうけれども， ここでは売買契約を扱う（加。 こ
の場合， Coase はしばしば取引の特定類型である注文生産を検討する。 ここで
は， 財ないしサービスは購入者の欲求によって生序．される。 この生産を継続し
ながら， 投機的生産が実施される。 この時， 販売者は匿名市場のために見込み
需用を予測して生産する。 この選択には問題がある。 注文生産は， 通常のもの
でない取引コストを含み 投機的生産を無視する契約化問題を提起しやすいか
らだ。 前者しか正当化しないしまた削除されないが， 注文生産は， Coaseの分析
が自由に仮定しない以上に， 企業よりも市場を選好するのである。
さらに， Coase理論は， サービスの交換に適切に適合していないために， 商品
交換に不適切なのである。 物的財の投機的生産に関して弓えば， 械めて多くの
場合に， 財の価格が競争により同定されたり， またその売買が少しも明示的契
約ではない， と仮定することは無茶ではない。 取引コストの契約無効の新古典
経済学の仮説は， ほとんど確証されるであろう。 また取引コスト論は多くの特
定取引しか適用しないであろうし， Coaseが－準備した －般論もないであろう。 こ
うした事から， 売買契約や労働契約の対象の容認されていない同化が， 企業成
長の最適闘を明確に決定することを可能ならしめた比較を歪める。Coaseは， 企
業規模の限界の存在一一価格機構により管理される取引の継続一ーを伝統的な
新古典経済学的説明をしなければならない推論により説明を行なう。 企業内部
の組織の限界コストと資源の内部配分の誤りから牛ι じる危険性の増大か ら結果
として派生する経営の収穫逓減の概念は， 新占典経済学が最後に使用するr�iい
概念だ。Coaseの貢献は， 新制度経済学の方法の特有の比較分析により， これ ら
の収穫逓減を価格機構の機能コストと比較する点にある。 市場コストの基礎を
(28）契約には労働契約も含まれる。 ここでも交渉コストや契約作成コストを想定している。
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構成する契約コストは取引の性質によっても変化しない， という事を認めるの
は困難である。
こうした事に対して， Williamsonはその理論の基本要素を形成するだろう。
すなわち， 取引コスト論の適応可能性の領域範囲を決定し， 組織形態の選択を
決定するのが， 部分的に取引の性質だからだ。 Williamsonについても後に延べ
るつもりだが，ここでは市場における取引の組織コストに関してCoaseの概念を
評価するだけで十分で、あろう。 それらは， 完全競争下にある企業の最適産出量
の決定において， 生産限界コストに関して市場価格に類似した役割を演ずるの
である。市場機構により管理される取引の性質や量がいかなるものにせよ，Coase
はそれらのコストは一定と暗示的に仮定する。 また， 彼は取引の異質性の問題
に取り組む場合， それは内部経営コストにのみ関連するにすぎず， 市場コスト
にはなんらの影響もないことは明白である。 企業により統合された取引量が増
加する領域範囲で， 取引は性質及び空間において多様化することは認識されう
る。 例えば， 輸送コストと取引コストを同－－·t仮定すれば， 取引組織はしだい
に費用がかかるようになるであろうし， 企業の成長とともに経営コストの増加
を少なくとも部分的に補完するであろう。
すなわち， 市場の機能コストは変動する可能性もありうるし， 最適企業規模
の決定にも強し＝影響を与えることも考えられよう。この事から，Coaseが他の仮
説の意味あいを探究しなかったことは残念で仕方ない。 市場経済における企業
の存在を証明するために，Coaseにより精倒化された理論は，彼自身がその理由
をより認識する内容に関して多くの批判を招来した。しかし，Coaseの斬新な概
念に関して経済学者の沈黙が， 批判的考察により正当化されたことはないであ
ろう。Coaseが迅速に定式化した問題は 直面する困惑の表情を見ることもあり
うるであろう （制。
（未完）
(29) Gabrie et Jacquier, op. dt., pp. 75-87に基づいて論述した。
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